平成２３年度　第６回柏市公共下水道事業審議会会議録
１　開催日時
　　　　平成２３年１１月１８日（金）　午後２時００分から
２　開催場所
　　　　柏市役所本庁舎５階　第３委員会室
３　出席者
　　　　（委員）
　　　　落合会長、森副会長、石川委員、大室委員、沢田委員、塚本委員、戸田委員、
富田委員、豊田委員、古市委員、村田委員、諸岡委員
　　　　
　　　　（事務局）
　　　　山田土木部長、石井土木部次長(兼)下水道整備課長
下水道整備課　市原副参事、池田副主幹、田中副主幹、谷本主事、荒井主事補
下水道維持管理課　須藤課長、加藤主幹、増渕主幹
（傍聴者）
　　　　1名
４　議題
· 第５回審議会における質問事項の回答について
· 下水道使用料見直し(案)について
５　議事
　　　古川委員に代わり新たに村田委員が審議委員として委嘱された。その後、今回審議会における議題とその内容について事務局側から説明が行われた。主な説明内容は次の通りである。
· 前回審議会における質問事項に対する回答
· 下水道使用料見直し(案)について
６　質疑・応答
【前回審議会における質問事項の回答について】

　●使用料の未収入額について
委　員　　第5回審議会において、毎年の料金未収額はおおよそ2,000～3,000万円程度であるという説明があったが、今回資料での平成22年度における収入未済額1億4,000万円は、過去5ヵ年の累積未収額なのか、それとも現年分(平成22年度)の未収額のどちらなのか。
事務局　　今回資料でお示ししている1億4,000万円は、現年分(平成22年度)の収入未収額である。過去5ヵ年の未収累積額は、平成22年度で約2億5,600万円となっている。現年分の未収額(1億4,000万円)については、翌年度(平成23年度)に再度調定にかけられ、このうち料金として徴収できなかった分については調定未済額として再度翌々年度(平成24年度)に繰越が行われるという仕組みである。これを5年間繰り返し、5年以内で徴収できなかった分については不納欠損という扱いになる。
委　員　　基本料金について、近隣９市の平均922円と比較すると柏市の525円は低すぎるのではないか。
事務局　　柏市では平成20年度の審議会において、基本料金の二部制の導入を決めている。近隣市では、柏市の他に船橋市も同様に基本料金の二部制を採用している。その他の市については、10ｍ3までの使用量を含めた基本料金の設定となっている。つまり、これらの市の基本料金と同じ土俵で比較するのであれば、柏市の基本料金である525円に10ｍ3までの従量使用料420円(42円/ｍ3×10ｍ3)を加えた945円と比較する必要がある。この945円は、流山市や我孫子市と同程度の金額であり、近隣市の多くは10ｍ3までの使用料は1,000円以下である事から、柏市の基本料金が著しく低いわけではない事をご理解頂きたい。
【下水道使用料見直し(案)について】

●処理原価について
委　員　　処理原価について、スライド資料にある処理原価は平成22年度実績値で189円/ｍ3となっている。一方、別冊資料「柏市下水道事業年報(平成22年度)p.31～32」によると、処理原価は平成21年度で157円/ｍ3、平成20年度で155円/ｍ3となっており、比較年度が違う事を考慮しても処理原価に著しい差が見受けられる。この差について説明頂きたい。処理原価が資料によって異なると議論にならないのではないか。
事務局　　今回スライドでお示ししている処理原価と、下水道事業年報でお示ししている処理原価とでは差がある。使用料対象原価の中には、一般会計から取るべきお金と使用料金で取るべきお金の２つに分類されるが、下水道事業年報でお示ししている処理原価については、一般会計で取るべきお金を差し引いているものが処理原価として示されている。平成18年度以降、国の制度変更に伴い、本来使用料金で取るべき額を審議会でご審議して頂くという事になっており、料金算定の際には加味させて頂いている次第である。
会　長　　要するに、スライド資料にある処理原価と下水道事業年報にある処理原価では、算出過程が異なるという事でいいのか。
事務局　算出過程は異なるという事である。スライド資料の処理原価については、使用料で取るべき額を示している。
委　員　そうであるならば、算出過程の相違を明確にして頂かないと納得できない。
事務局　容易にご理解頂けるような資料を早急に準備する。
●改定案について
会　長　今回は４つの改正案が事務局より提示されている。
【ケース１】
基本料金90円値上、30 m3以下据置、1001 m3以上据置
【ケース２】
基本料金45円値上、30 m3以下平均2.7円値上、1001 m3以上据置
【ケース３】
基本料金45円値上、30 m3以下平均6.4円値上、1001 m3以上は501 m3と同額
【ケース４】
基本料金据置、30 m3以下平均9.0円値上、1001 m3以上は501 m3と同額
これらの改定案について、審議委員のご意見を頂きたい。
委　員　全体改定率0％という案では、市民の理解は得られないのではないか。全体改定率が0％であるにもかかわらず、大口の使用料単価の引き下げを行う事によって生じる減収分を、30m3以下の一般家庭の使用者のみに負担をお願いするというのは無理があるのではないか。
会　長　全体改定率３％というのは、全区分の改定率を平均すると３％であるという認識でいいのか。
事務局　全区分の改定率の平均が３％という事である。
委　員　下水道条例の中では、下水道料金の値上げを一度で行わなければならないという事は明記されていない。したがって、例えば来年度に２％の値上げを行い、再来年度にまた２％の値上げを行うといった段階的な値上げについても検討する必要があるのではないか。
事務局　基本的には条例改正であるため、1回の改定で段階的な値上げを行う事は可能である。ただし複雑になるので周知のためのＰＲが大変になる。出来れば今回３％の改定を行いたい。
委　員　第5回審議会議事録において、水道事業は年間約10億円の黒字となっており、水道料金と抱き合わせた料金の改定の検討を行っても良いのではないかという記述がある。３％という改定率に対して反対する委員の意見もある中で、事務局側は根拠を明確に整理して次回お示ししたいという回答を行っている。今回の資料では、全体改定率３％が前提であるかのような改定案が示されているため、このような委員の指摘に対して事務局側としてはどのような考えをお持ちか。
事務局　現在のところ、水道事業については企業会計、下水道事業については特別会計となっているため、長期将来的には水道事業との料金体系の抱き合わせという事も考えられる。他市町村でもそのような事例は見受けられるが、現時点で、柏市において水道事業の料金体系との抱き合わせを行う事が可能かと言われれば、非常に難しいものがある。今後、平成26年度より企業会計化への移行を目指しているが、仮に水道事業と下水道事業が企業会計として一体となった場合には、そのような取り組みも視野に入ってくるものと考えている。
委　員　改定率の見直しを行う事は重要であるが、審議委員の皆さんから様々な意見を頂いている事を考えると、値上げを行うという事であれば、もう少し経費削減等に関する説明をする必要があるのではないか。
事務局　維持管理費等のコスト削減については、既に前回の審議会において説明済みである。改定率３％というのは、一般会計繰出額を3年間で10％削減する事を目標に決定したものであり、これらの事項については既に了承の上で議論をお願いしている。
委　員　その件について否定するつもりはないが、第5回審議会の時点でそのような議論がなされていたため、それに対して事務局側がどのような対応を図られているのかについて説明を頂きたかったという事である。
事務局　下水道事業については、初期投資をいかに抑制する事ができるかが最大の課題である。第2回審議会時においても説明させて頂いたように、ここ30数年は下水処理の方法は大きく変わっていないのが現状である。あとは、細かな部分で数％削減できるかできないかという中での対応になっているという事をご理解頂きたい。
委　員　過去の下水道使用料の推移をみると、平成6年度までは確かに大口使用者に依存した料金の値上げを行っているが、平成9年、12年、18年については、大口を除く全区分で同率の値上げが行われている。しかし、今回の改定方法は、30ｍ3以下のみに全て負担をお願いして頂くような形になっている。このような厳しい経済状況の中で、大口使用者の料金単価のみ据え置きあるいは値下げを行うというのは抵抗がある。
委　員　大口使用者の立場から意見を述べると、現実問題として大口の料金単価の値下げを行わない限り、今後柏市で事業を行う事はますます困難な状況になる事は間違いない。せめて大口の料金単価については据え置きでお願いしたい。
委　員　単純に値上げの金額を見ると、大口使用者の値上げ率の方が、小口使用者の値上げ率よりも大きいように思われる。
事務局　どの水量区分とも値上げ率は同じである。
委　員　下水道料金体系を逓増料金にしている意味というのは、大口需要家が新規に処理設備等の投資を行う際に、既存の需要家とのバランスを図るために逓増料金にしているものと推察する。しかし、柏市においては今後新規で大口の需要が見込めない状況にある事と、従来より下水道使用料の相当分を大口使用者に負担して頂いてきた事を考えると、大口の料金単価の引き下げを行う事はやむを得ないものと考える。また、お示し頂いている４つの改定案の中には、20ｍ3までの使用料金が2,250円を上回るケースもあるが、柏市と人口規模および普及率がほぼ同じである松戸市の2,360円と比較すると大きく乖離はしておらず、やや安い状況となっている。もう少し値上げを行っても良いのではないかといった議論もあるかもしれないが、平成26年度より公営企業化へ移行するに伴い資本費の考え方も変わってくる。特別会計では元金償還期間は約30年程度であるが、減価償却費の考え方では、償還期間は約50年となる。そのため、今回の改定で大幅な値上げを行わなくても、次回、資本費は資産として明確に計上される事になるため、それを踏まえた上で本格的な改定を行っても良いのではないかと考える。今回については、一般会計繰出金の抑制（３年間で約５億円削減）という事を目標にするのであれば、20ｍ3までの使用料を2,250円前後にとどめるのが妥当であると考える。
会　長　他に意見はないか。ケース１～４の４つの改定案を基本として、次回の審議会で最終的な審議を行い方向性について示したい。
委　員　最後に意見・要望の一つとして申し上げたい。答申の際、答申書を副市長に渡すのみといった形式的なものに終始しているように思われる。是非、市長にもご出席頂き、審議委員との意見交換等を行う場を設けてもらいたい。

事務局　意見として受け止め、対応できるように検討する。
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